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　星野公平ニュース

Ｎｏ．１４４　　２０１１年　９　月　１５　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５
外交　語られない安保６０年　対米従属を止めよ　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ今年は、１９５１年の９月８日に「サンフランシスコ講和条約」と「日米安全保障条約」（旧条約）が結ばれて、６０年になりました。平和で豊かな日本の未来を開くには「従属国」の地位返上が不可欠です。そのためには日本をアメリカの「従属国」にしている日米安保条約＝日米軍事同盟を廃棄し、対等・平等の日米関係をうちたてることが重要です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本はこの二つの条約によって形の上では「独立国」となりましたが、東京はじめ全国各地に米軍基地がある事実をみても、日本がアメリカの事実上の「従属国」である事は明らかです。日本が太平洋戦争で負けたときに受諾したポツダム宣言には「連合国の占領軍は直に日本国より撤収せらるべし」と明記されていました。しかし日本を単独占領したアメリカは、沖縄を本土から切り離して占領を継続する一方で、本土を自ら支配する軍事戦略に半永久的に組み込むことを企てました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ対米従属政治の弊害は重大です。とくに沖縄の事態は深刻です。戦後一貫して基地の重圧に苦しんできた県民が基地をなくせと願うのは当然です。外交や経済のゆがみも問題です。イラク戦争では、多くの国が反対しているのに、日本政府は世界に先がけてアメリカの戦争を支持し、自衛隊を派兵して侵略の片棒を担ぎました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ野田新首相は、首相就任早々オバマ米大統領に「日米同盟が基軸」と約束しました。普天間基地の辺野古への「移設」などを受け入れる態度です。従属をむきだしにした軍事同盟など今では世界にありません。対米従属の関係をやめさせようではありませんか。　　　　　　　
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　　　　　　　　
内政　政府税調始動　庶民増税に道理はない　　　　　　ｐ野田内閣が発足して、初めての政府税制調査会が７日に開かれました。野田首相は冒頭、「復興増税」の具体化の検討を指示し、「社会保障と税の一体改革」にもとづく「消費税増税」は、内閣の方針に沿って、今年度中に増税法案を提出できるよう求めました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ野田首相は「復興増税」を進める理由について、「将来世代に負担を先送りするのではなく今を生きる私たちの世代がいかに連帯して負担を分かち合うかということ」と説明しています。被災地の復興は被災地のみならず日本全国の暮らしと経済にとっても極めて大切な事業です。日本の食卓を支えてきた漁業、農業、先端技術を支えてきた中小企業などの産業を再生することは、現在だけでなく先々の日本経済の安定的な発展にも不可欠です。　　　　　　　　　　　　　　ｐ「一体改革」で１０％に増税しようとしている消費税は「復興増税」の選択肢にも含まれています。「消費税増税」は、とりわけ被災者に過酷な負担です。所得が減り貧困が広がって消費低迷が構造的な問題となっている日本経済に決定的な打撃となることも明らかです。しかも、大企業は価格にすべて転嫁することで１円も負担しなくて済む税金です。野田内閣の税制の議論は大企業優先、大企業中心主義で凝り固まっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本共産党は、復興の財源は大企業・大資産家への行き過ぎた減税を是正し、軍事費を削り、政党助成金を廃止するなど予算を抜本的に見直すこと、復興のために発行する国債は大企業に引き受けを要請して、大企業の巨額の内部留保を活用することで捻出するよう求めています。　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐｐｐ 野田新政権に対して外交・内政での闘いが始まります。
９月議会　星野公平の一般質問より(９月１５日午後予定)１、県職員管理職給与カットについて　　　　　　　　　　　ｐ鈴木県政が誕生して５ヶ月になります。６月議会では、鈴木県政の進んでいる情報公開について２点（知事室の公開・可視化、幹部会のマスコミ公開）桑名市の考えを質問しました。後ろ向きで、残念な答弁でした。今回は給与問題です。知事が自分の給料をカットするのは勝手ですけど、管理職の給料をカットするのは問題ではないでしょうか。他の意見を聞くべきです。桑名市の関連では、１１月から市立の学校長・教頭の給与が本給ベースで８％カットされる予定です。　　　　　　　　　①　桑名市の対応と桑名市も同じ様な事をしようとしているのか答弁願います。②　厳しい経済・雇用状況が続き、消費が増えない現状で、この様な事が行われた場合、三重県・桑名市内での経済的・社会的影響はどうなのでしょうか。　　　２、役所内で起こった事件について（銃刀法違反）　　　　　　　　　　　ｐ市税の滞納問題（？）でとうとう市役所内で刃傷事件が起こりました。数年前菰野町でも預金を差し押さえられた方の抗議の自殺事件がありました。市（総務部長、広報広聴室）は、事実を語ろうとしません。税の滞納問題は、私が何度も本会議で質問しているように、市の強行態度は変わりません。事件の詳細説明と今後の対策（市民への接し方、納税相談のあり方）を求めます。　　　　　　　　　＊市には「現下のいまだ厳しい社会経済状況の中で、不況の影響による就労の不安定化や高齢化等もあり個人所得の収入が減少し、生活困窮を訴えるものが増加しております。こうした状況の中、長期滞納者の増大等、貸付事業に関わる償還金の収納が一段と困難な状況であり、・・・・・償還推進助成制度における補助金の継続を要望いたします。」という一面もあります。(県への予算要望書より）　　　　　　　　　３、学校での防災について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①　東日本大震災時の桑名市での避難は１％にも満ちませでした。学校での「防災教育」はどのように行われているのですか。「自ら考える力」は、どの様に創り出していくのですか。今回特に避難のあり方が問われています。避難ルートの見直しと児童・生徒・保護者等への確認は行われていますか。　　　　　　　　　　　　②　多くの学校が避難所に指定されていますが、住民の方がたくさん非難してきた場合学校では対応できません。市と学校とのタイアップはどの様になっているのでしょうか。各校に担当職員がどの様にどれ位（何人）張り付くのですか。　　　　　　４、桑名のエネルギー対策は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①　原発に対する態度を明確にすべきです。ＲＤＦ発電の捉え方は。６月議会での「昨年度、桑名市地域新エネルギービジョンを作成。ここでは、太陽光発電システムの導入の促進、高効率エネルギー利用機器の普及促進、クリーンエネルギー自動車の導入促進、が評価Ａで、積極的に推進をする事業と提案。今後は、これをもとに環境審議会等で協議、このビジョンに基づく内容をいかに推進していくか検討。」の答弁のその後を伺う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②　ビジョンより、揖斐川と町屋川の合流点（城南干拓の先端）に、風力発電と潮流を利用した小水力発電の複合施設の建設は可能でしょうか。　　　　　　　　　　　　　　　　　５、入札方式について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①　電子入札システム事業について、決算成果報告書の事務事業評価表に、「入札における透明性・公平性や入札参加者の利便性は向上し成果があった。」とあるが、どのような理由でこのような評価をしているのか。これによって談合などがなくなったといえるのでしょうか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②　プロポーザル入札は、体の良い随意契約とも言われています。　　　　　　　＊　上下水道部では現在２つのプロポーザル入札が進行中です。審査委員会には外部の人が入っていないのは何故なのか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　庁舎耐震工事の審査委員の選定については、６月議会の総務政策委員会でかなり論議されました。選定された委員の選定理由を答弁ください。委員会は総て公開で行われるのでしょうか。
三重県最南部の紀宝町　台風１２号の豪雨被害にあった
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太平洋側はのどかなみかん畑　　　  水害にあった相野谷川付近　　 水に浸かった家財等を家の外に
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